
 

ギャラップ・インターナショナル国際世論調査  

「エンド・オブ・イヤー サーベイ 2014 -65 ヵ国グローバル調査-｣  

調査結果  

2015 年の景気見通しは、世界全体では改善、日本は後退

幸福感は、世界全体、日本とも高まる  

（平成 27 年 1 月 13 日公表）  

株式会社日本リサーチセンター（本社：東京都中央区、鈴木稲博社長）が加盟して

いるギャラップ・インターナショナル・アソシエーションでは、昨年 10 月から 11 月

にかけて、世界 65 カ国の人々を対象に、国際世論調査「エンド・オブ・イヤー サー

ベイ 2014 -65 ヵ国グローバル調査-｣を実施しました。  

この度、その調査結果がリリースされましたので、日本の調査結果を加え、日本版

レポートを発表いたします。ご高覧いただければ幸いです。  

  

1. 2015 年の世界、および日本の景気見通し / 2014 年の幸福感  

2. 有事の際、国のために戦うか  

  

＜ギャラップ・インターナショナル・アソシエーションとは＞ 

ギャラップ・インターナショナル・アソシエーションは 1947 年にジョージ・ギャラップ氏とヨー

ロッパの仲間によって設立され、チューリッヒに本部があります。ギャラップ・インターナショ

ナルは現在世界の 76 ヵ国でメンバーを持ち、100 カ国以上の国々で世論調査や市場調査を実施し

ています。  

＜日本リサーチセンターとは＞ 

日本リサーチセンターは、昭和 35年に設立された民間の調査研究機関です。民間企業および官公

庁からの受託調査・研究および自主企画調査を国内外問わず実施しております。ギャラップ・イ

ンターナショナルには日本代表として 1968 年に加盟しています。  

   

株式会社 日本リサーチセンター  

（Member of Gallup International Association）  

代表取締役社長 鈴木 稲博  

東京都中央区日本橋本町 2-7-1 NOF 日本橋本町ビル   

電話:03-6667-3400 FAX:03-6667-3470   

http://www.nrc.co.jp/  

  

このリリースに対するお問合せは下記担当までお願いいたします。  

担当：ギャラップ・インターナショナル担当スタッフ 熊田・大山  

電話:03-6667-3421 ＦＡＸ:03-6667-3471   E-mail： information@nrc.co.jp  
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1-1. 2015 年の景気が「良くなる」は、世界全体では前回より増加、日本では減少  

□ 「（2015 年は）景気は良くなる」と答えた割合は、世界全体では 42%と、前回と比べ 10 ポイン

ト増加し、直近の５年間で最も高くなった。  

□ 一方、日本では、「景気は良くなる」は 10%と、前回の 18%から 8ポイントの減少となり、世界

全体とは対照的な動きとなっている。  

（図表１，図表２ 参照）  

  

２０１４年に比べて、２０１５年の景気が良くなる、悪くなる、変わらない、のいずれだと 

思いますか。（単数回答） 

  

◇（図表１） 2015 年景気見通し（世界全体、日本）  

  

  

◇（図表２） 「景気は良くなる」回答比率推移（世界全体、日本）  
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1-2. 世界全体、日本とも、幸せを感じている人が増加傾向  

□ 2014 年に「幸せ」と答えた割合は、世界全体では 70%と、前回を 10ポイント上回り、2012 年

（53%）から増加が続いている。  

□ 日本では、57%が「幸せ」と答え、前回(51%）を上回っている。景気に対する不透明感は強まり

ながらも、個人の幸福感は高まる傾向にある。  

（図表３，図表４ 参照）  

  

  

あなたの人生は、幸せ、不幸せ、どちらでもない、のいずれだと思いますか。（単数回答）  

  

◇（図表３） 幸福感（世界全体、日本）  

  
  

◇（図表４） 「幸せ」回答比率推移（世界全体、日本）  

  
※幸福感に関する設問は、2011 年調査より聴取開始。  
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2. 世界全体では、有事の際、国のために「戦う」が６割、日本では「わからない」が

５割弱  

□ 2014 年は、二つの世界大戦の勃発から 100 年という節目の年でもあった。そこで、もし自国を

巻き込んだ戦争が生じた場合、国のために戦うかどうかを聞いたところ、世界全体では「戦

う」が 60%、「戦わない」が 

27%であったのに対し、日本では「わからない」が 47%と半数近くを占めた。  

□ 国別にみると、「戦う」が最も多いのはモロッコ（94%）。次いで、２位から 10 位までの９か国

のうち７か国はアジア・オセアニアの国々が占め、フィジー（92%）、ベトナム（89%）、パキス

タン（89%）、バングラデシュ（86%）、パプアニューギニア（83%）、アフガニスタン（76%）、イ

ンド（75%）の順。一方、「戦わない」は欧州諸国で多くみられ、イタリア（69%）、オランダ

（65%）、チェコ（64%）、オーストリア（62%）、ドイツ（62%）がいずれも 60%以上。また、「わ

からない」が最も多いのは日本（47%）で、２位のラトビア（31%）を 15 ポイント上回った。  

（図表５，図表６ 参照）   

もし自国を巻き込んだ戦争が生じたら、あなたは国のために戦いますか。（単数回答）  

 ◇（図表５） 有事の際、国のために戦うか （世界全体、日本）  

  

◇（図表６） 有事の際、国ために戦うか （回答別 TOP 10）  

  
※この設問は、イラクとサウジアラビアを除く 63 ヵ国で聴取。このため、世界全体の「基数」が他の設問より少

ない。  
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＜参考資料＞ 2014 年調査対象国一覧  

65 ヵ国の内訳と調査サンプル数は、以下の通り。（*1）  

うち、31ヵ国が調査員による訪問調査（*2）、12ヵ国が電話調査（*3）、22ヵ国がオンライン調

査による。  

  

（*1）集計にあたっては、各国の人口に比例した重みを与えた上で、比率を算出しているため、「調査サ

ンプル数」と図表中の「基数」は異なる。 （*2）うち、１ヵ国は訪問調査とオンライン調査の併用。 

（*3）うち、１ヵ国は電話調査とオンライン調査の併用。  
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本          

          information@nrc.co.jp   

  

     

    


